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２定報告第１号 

 

   専決処分事項について 

 

 次の事件は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により専決処分したので、

同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

  令和８年９月29日提出 

 

紀南環境広域施設組合 管理者  真 砂 充 敏 

 

 

記 

 

紀南環境広域施設組合職員等の旅費に関する条例及び紀南環境広域施設組合特別職の職員の報

酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例
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  紀南環境広域施設組合職員等の旅費に関する条例及び紀南環境広域施設組合特別職の職員の 

報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

 

（紀南環境広域施設組合職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第１条 紀南環境広域施設組合職員等の旅費に関する条例（平成 25 年紀南環境広域施設組合条例

第 21 号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「在勤地」の次に「（任命権者又はその委任を受けた者（以下「旅行命令権

者」という。）が認める場合には、その住所、居所その他旅行命令権者が認める場所）」を加え、

同条第４号を次のように改める。 

⑷ 家族 職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下

同じ。）、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で職員と生計を一にするものをいう。 

第２条に次の１号を加える。 

⑹ 旅行役務提供者 旅行業者（旅行業法（昭和 27 年法律第 239 号）第６条の４第１項に規

定する旅行業者をいう。）その他の規則で定める者（以下この号において「旅行業者等」と

いう。）であって、組合と旅行役務提供契約（旅行業者等が組合に対して旅行に係る役務そ

の他の規則で定めるものを旅行者に提供することを約し、かつ、組合が当該旅行業者等に対

して当該旅行に係る旅費に相当する金額を支払うことを約する契約をいう。次条第７項にお

いて同じ。）を締結したものをいう。 

第３条第４項中「職員以外の者」を「職員又は職員以外の者」に、「、証人、鑑定人、参考人、

通訳等として旅行した場合」を「その他組合費を支弁して旅行させる必要がある場合」に改め、

同条第５項中「（その者の扶養親族の旅行について旅費の支給を受けることができる場合は、当

該扶養親族を含む。）」、「その出発前に」及び「があるときは、当該金額」を削り、「なった金

額」を「なる金額又は支出を要する金額」に改め、同条第６項中「（その者の扶養親族の旅行に

ついて旅費の支給を受けることができる場合は、当該扶養親族を含む。）」及び「交通機関等の事

故又は」を削り、「やむを得ない」を「規則で定める」に改め、同条に次の１項を加える。 

７ 第１項、第２項、第４項及び第５項に規定する場合において、組合が旅行役務提供契約に基

づき旅行役務提供者に支払うべき金額があるときは、これらの項に規定する者に対する旅費の

支給に代えて、当該旅行役務提供者に対し、当該金額を旅費に相当するものとして支払うこと

ができる。 

第４条第１項中「任命権者又はその委任を受けた者（以下この条及び次条において「旅行命令

権者」という。）」を「旅行命令権者」に改める。 

第６条第１項中「車賃、日当、宿泊料、食卓料及び移転料」を「その他の交通費、宿泊費、包

括宿泊費、宿泊手当、転居費、着後滞在費及び家族移転費」に改め、同条第２項から第９項まで

を削る。 

第７条中「旅費は、」の次に「旅行に要する実費を弁償するためのものとして、次条から第 17

条までに規定する内容に基づき、」を加える。 

第８条から第 10 条までを削る。 

第 11 条第１項各号列記以外の部分を次のように改める。 

鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和 61 年法律第 92 号）第２条第１項に規定する鉄道事業

の用に供する鉄道及び軌道法（大正 10 年法律第 76 号）第１条第１項に規定する軌道その他

規則で定めるものをいう。以下同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲

げる費用（第２号から第５号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支払うも
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のであって、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とする。 

第 11 条第１項第１号中「その乗車に要する」を削り、同項第２号中「急行料金を徴する列車

を運行する線路による旅行の場合には、前号に規定する運賃のほか、」を削り、同項第３号中

「座席指定料金を徴する客車を運行する線路による旅行の場合には、第１号に規定する運賃及び

前号に規定する急行料金のほか、」を削り、同項に次の２号を加える。 

⑷ 特別車両料金 

⑸ 前各号に掲げる費用に付随する費用 

第 11 条第２項を削り、同条を第８条とする。 

第 12 条第１項及び第２項を次のように改める。 

船賃は、船舶（海上運送法（昭和 24 年法律第 187 号）第２条第２項に規定する船舶運航事

業の用に供する船舶その他規則で定めるものをいう。以下同じ。）を利用する移動に要する費

用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第５号までに掲げる費用は、第１号に掲げる

運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計

額とする。 

⑴ 運賃 

⑵ 寝台料金 

⑶ 特別船室料金 

⑷ 座席指定料金 

⑸ 前各号に掲げる費用に付随する費用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された船舶により移動する場合に

は、最下級の運賃の額とする。 

第 12 条を第９条とする。 

第 13 条を次のように改める。 

航空賃は、航空機（航空法（昭和 27 年法律第 231 号）第２条第 18 項に規定する航空運送

事業の用に供する航空機その他規則で定めるものをいう。以下同じ。）を利用する移動に要す

る費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号及び第３号に掲げる費用は、第１号に掲げる

運賃に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計

額とする。 

⑴ 運賃 

⑵ 座席指定料金 

⑶ 前２号に掲げる費用に付随する費用 

第 13 条を第 10 条とし、同条の次に次の３条を加える。 

（その他の交通費） 

第 11 条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外を利用する移動に要する費用とし、そ

の額は、次に掲げる費用（第２号から第４号までに掲げる費用は、公務のため特に必要とする

ものに限る。）の額の合計額とする。 

⑴ 道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）第３条第１号イに掲げる一般乗合旅客自動車運送

事業（路線を定めて定期に運行する自動車により乗合旅客の運送を行うものに限る。）の用

に供する自動車を利用する移動に要する運賃 

⑵ 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する自動車その

他の旅客を運送する交通手段（前号に規定する自動車を除く。）を利用する移動に要する運

賃 
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⑶ 前２号に掲げる運賃以外の費用であって、道路運送法第 80 条第１項の許可を受けて業と

して有償で貸し渡す自家用自動車の賃料その他の移動に直接要する費用 

⑷ 前３号に掲げる費用に付随する費用 

（宿泊費） 

第 12 条 宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用とし、その額は、国家公務員等の旅費支給規程

（昭和 25 年大蔵省令第 45 号）別表第２指定職員等の欄に定める額（以下「宿泊基準額」と

いう。）とする。ただし、当該宿泊に係る特別な事業事情がある場合として規則で定める場合

は、当該宿泊に要する費用の額とする。 

（包括宿泊費） 

第 13 条 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支払われる費用とし、その額

は、当該移動に係る第８条から第 11 条までの規定による費用及び当該宿泊に係る宿泊基準額

の合計額とする。 

第 14 条から第 17 条までを次のように改める。 

（宿泊手当） 

第 14 条 宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な諸雑費に充てるための費用とし、その額は、１

夜当たり 2,400 円とする。 

２ 宿泊手当の額は、宿泊費又は包括宿泊費について次の各号に掲げる場合に該当するときは、

前項の規定にかかわらず、当該各号に掲げる額とする。 

⑴ 朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当するものが含まれる場合 前項で定める額の３

分の２の額 

⑵ 朝食及び夕食に係る費用に相当するものが含まれる場合 前項で定める額の３分の１の額 

（転居費） 

第 15 条 転居費は、赴任に伴う転居に要する費用とし、その額は、転居の実態を勘案して規則

で定める方法により算定される額とする。 

（着後滞在費） 

第 16 条 着後滞在費は、赴任に伴う転居に必要な滞在に係る費用とし、その額は、５夜分を限

度として現に宿泊した夜数に係る宿泊費及び宿泊手当の合計額に相当する額とする。 

（家族移転費） 

第 17 条 家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に要する費用とし、その額は、次に掲げる額と

する。 

⑴ 赴任の際家族（赴任を命ぜられた日において同居している者に限る。以下この号及び次号

において同じ。）を職員の新居住地に移転する場合には、家族１人ごとに、職員がその移転

をするものとして算定した第８条から第 11 条までの規定による費用、宿泊費、包括宿泊費、

宿泊手当及び着後滞在費の合計額に相当する額 

⑵ 前号に規定する場合に該当せず、かつ、赴任を命ぜられた日の翌日から１年以内に家族を

職員の居住地（赴任後家族を移転するまでの間に更に赴任があった場合には、当該赴任後に

おける職員の新居住地）に移転する場合には、同号の規定に準じて算定した額 

２ 旅行命令権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情がある場合には、前項第２

号に規定する期間を延長することができる。 

第 18 条及び第 19 条を削り、第 20 条を第 18 条とし、第 21 条を第 19 条とする。 

第 22 条第１項中「公用の交通機関、宿泊施設等を利用して旅行した場合その他当該旅行にお

ける特別の事情により又は当該旅行」を「組合以外の者から旅費の支給を受ける場合その他旅行
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における特別の事情により又は旅行」に改め、同条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１

項を加える。 

２ 任命権者が必要と認めた場合は、管理者、副管理者、議会の議員又は監査委員に随行する旅

行者には、これらの職にある者と同額の旅費を支給することができる。 

第 22 条を第 20 条とし、第 23 条を第 21 条とし、同条の次に次の２条を加える。 

（旅費の返納） 

第 22 条 任命権者は、旅行者又は旅行役務提供者がこの条例又はこれに基づく規則の規定に違

反して旅費の支給又は旅費に相当する金額の支払を受けた場合には、当該旅費又は当該金額を

返納させなければならない。 

２ 旅行者がこの条例又はこれに基づく規則の規定に違反して旅費の支給を受けた場合には、任

命権者は、前項に規定する返納に代えて、当該任命権者がその後においてその者に対し支出し、

又は支払う給与又は旅費の額から、当該旅費に相当する金額を差し引くことができる。 

３ 前項に規定する給与の種類は、管理者が別に定める。 

（旅費の支給額の上限） 

第 23 条 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移転費のうちこれらに相当する部分

を含む。）に係る旅費の支給額は、第８条各号、第９条第１項各号、第 10 条各号及び第 11 条

各号に掲げる費用について、当該各条及び第７条の規定により計算した額と現に支払った額を

比較し、当該費用ごとのいずれか少ない額を合計した額とする。 

２ 宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費（宿泊手当に相当する部分を除く。）、家族移転費

（宿泊手当に相当する部分を除く。）に係る旅費の支給額は、当該各種目について第 12 条、

第 13 条及び第 14 条並びに第７条の規定により計算した額と現に支払った額を比較し、当該

種目ごとのいずれか少ない額を合計した額とする。 

別表を削る。 

（紀南環境広域施設組合特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第２条 紀南環境広域施設組合特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成 25 年紀南環

境広域施設組合条例第 19 号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「別表第１に定める」を「紀南環境広域施設組合職員等の旅費に関する条例

（平成 25 年紀南環境広域施設組合条例第 21 号）の規定の例による」に改め、同項に後段とし

て次のように加える。 

この場合において、同条例第９条第２項中「最下級」とあるのは「最上級」と、第 12 条中

「職務の級が 10 級以下の者の欄」とあるのは「指定職員等の欄」とする。 

第３条第２項を削り、同条第３項中「第１項」を「前項」に改め、同項を同条第２項とし、同

条第４項を同条第３項とする。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第２条） 

区   分 報   酬 

管理者 年額 18,000 円 
副管理者 年額 15,000 円 
議会 議長 年額 15,000 円 

副議長 年額 12,000 円 
議員 年額  9,000 円 

監査委員 識見を有する者から選任された委員 年額 45,000 円 
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議会の議員から選任された委員 年額 45,000 円 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の紀南環境広域施設組合職員等の旅費に関する条例の規定は、

この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に出発する旅行について適用し、施行日前

に出発した旅行については、なお従前の例による。 

 

令和８年３月24日専決 

 

               紀南環境広域施設組合 管理者  真 砂 充 敏 
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２定報告第２号 

 

   専決処分事項について 

 

 次の事件は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により専決処分したので、

同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

  令和８年９月29日提出 

 

紀南環境広域施設組合 管理者  真 砂 充 敏 

 

 

記 

 

 紀南環境広域施設組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 
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紀南環境広域施設組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

紀南環境広域施設組合職員の給与に関する条例（平成 25 年紀南環境広域施設組合条例第 20

号）の一部を次のように改正する。 

第 11 条第３項第１号中「第５項」を「第６項」に改め、同条第９項を同条第 10 項とし、同条

第８項中「自動車等」の次に「及び駐車場等」を加え、同項を同条第９項とし、同条第７項を同条

第８項とし、同条第６項中「最初の月」の次に「（当該月に通勤手当を支給することが困難な場合

として規則で定める場合にあっては、その翌月）」を加え、同項を同条第７項とし、同条第５項中

「及び特別料金等相当額」を「、特別料金等相当額」に、「合計額）の」を「合計額）及び前項第

１号に定める額の」に、「第３項」を「第２項から前項まで」に改め、同項を同条第６項とし、同

条第４項の次に次の１項を加える。  

５ 第１項第２号又は第３号に掲げる職員で、自動車等の駐車のための施設（その所在地及び利用

形態が規則で定める要件を満たすものに限る。第１号及び第９項において「駐車場等」とい

う。）を利用し、その料金を負担することを常例とするもの（規則で定める職員を除く。）の通勤

手当の額は、前３項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

 ⑴ 駐車場等に係る通勤手当 支給単位期間につき、5,000 円を超えない範囲内で１箇月当たり

の駐車場等の料金に相当する額として規則で定める額 

 ⑵ 前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当 前３項の規定による額 

  

附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

  

 

令和８年３月24日専決 

 

               紀南環境広域施設組合 管理者  真 砂 充 敏 
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２定議案第１号 

 

   令和７年度紀南環境広域施設組合一般会計歳入歳出決算について 

 

 令和７年度紀南環境広域施設組合一般会計歳入歳出決算について、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第233条第３項の規定により議会の認定に付す。 

 

 

  令和８年９月29日提出 

 

紀南環境広域施設組合 管理者  真 砂 充 敏 

 

 

（監査委員の意見書その他添付書類･･････別冊） 
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及

び
流

用
増

減
額

0

計
55
1,
0
00

 1
報

酬
27
0,
0
00

25
1
,7
5
0

18
,
25
0
議

長
報

酬
16
,2
5
0

副
議

長
報

酬
12
,0
0
0

議
員

報
酬

22
3,
5
00

 4
共

済
費

40
,0
0
0

39
,
85
8

14
2
総

合
事

務
組

合
負

担
金

（
非

常
勤

職
員

公
務

災
害

補
償

分
）

 8
旅

費
95
,0
0
0

14
,
64
1

80
,3
5
9
費

用
弁

償

 9
交

際
費

70
,0
0
0

0
70
,0
0
0

10
需

用
費

10
,0
0
0

7
,8
5
4

2,
1
46

消
耗

品
費

11
役

務
費

66
,0
0
0

65
,
80
0

20
0
通

信
費

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額
備

考
内

訳

節

区
分

金
額

18



歳
　
　
出

（
単

位
：

円
）

款

項

目

 2
総

務
費

当
初

31
,3
9
9,
0
00

29
,0
05
,
44
3

継
続

費
逓

次
繰

越
額

0
2
,3
9
3,
5
57

補
正

0
繰

越
明

許
費

0

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

事
故

繰
越

0

繰
越

額
0

予
備

費
支

出
及

び
流

用
増

減
額

0

計
31
,3
9
9,
0
00

 1
総

務
管

理
費

当
初

31
,3
9
9,
0
00

29
,0
05
,
44
3

継
続

費
逓

次
繰

越
額

0
2
,3
9
3,
5
57

補
正

0
繰

越
明

許
費

0

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

事
故

繰
越

0

繰
越

額
0

予
備

費
支

出
及

び
流

用
増

減
額

0

計
31
,3
9
9,
0
00

 1
一

般
管

理
費

当
初

31
,3
9
9,
0
00

29
,0
05
,
44
3

継
続

費
逓

次
繰

越
額

0
2
,3
9
3,
5
57

補
正

0
繰

越
明

許
費

0

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

事
故

繰
越

0

繰
越

額
0

予
備

費
支

出
及

び
流

用
増

減
額

0

計
31
,3
9
9,
0
00

 1
報

酬
2,
37
6
,3
2
0

2,
3
76
,
32
0

0
監

査
委

員
報

酬
90
,0
0
0

会
計

年
度

任
用

職
員

報
酬

2,
13
2
,0
7
0

管
理

者
報

酬
18
,0
0
0

副
管

理
者

報
酬

13
6,
2
50

給
料

か
ら

流
用

11
3,
3
20

 2
給

料
11
,9
9
9,
6
80

11
,
87
4
,3
0
0

12
5,
3
80

一
般

職
給

11
,8
7
4,
3
00

報
酬

へ
流

用
11
3,
3
20

 3
職

員
手

当
等

8,
66
0
,0
0
0

7,
4
70
,
74
6

1,
18
9
,2
54

扶
養

手
当

45
0,
0
00

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額
備

考
内

訳

節

区
分

金
額

19



歳
　
　
出

（
単

位
：

円
）

款

項

目

通
勤

手
当

18
9,
6
00

住
居

手
当

33
6,
0
00

管
理

職
手

当
62
2,
8
00

時
間

外
勤

務
手

当
35
,3
5
8

休
日

勤
務

手
当

10
,0
6
4

期
末

手
当

2,
92
5
,0
9
0

勤
勉

手
当

2,
29
5
,8
3
4

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

6,
00
0

児
童

手
当

60
0,
0
00

 4
共

済
費

4,
54
7
,0
0
0

4,
3
58
,
51
5

1
88
,
48
5
公

務
災

害
補

償
基

金
負

担
金

82
,6
2
5

総
合

事
務

組
合

負
担

金
（

非
常

勤
職

員

公
務

災
害

補
償

分
）

5,
32
9

市
町

村
職

員
共

済
組

合
負

担
金 4,
27
0
,5
6
1

 8
旅

費
59
,0
0
0

50
,
51
8

8,
4
82

費
用

弁
償

31
,8
1
8

普
通

旅
費

18
,7
0
0

 9
交

際
費

70
,0
0
0

0
70
,0
0
0

10
需

用
費

89
3,
0
00

41
5
,7
3
7

47
7,
2
63

消
耗

品
費

29
6,
6
40

食
糧

費
7,
28
7

施
設

修
繕

料
47
,9
6
0

車
両

修
繕

料
3,
85
0

車
両

燃
料

費
60
,0
0
0

11
役

務
費

60
9,
0
00

58
6
,7
7
3

22
,
22
7
通

信
費

28
8,
0
21

車
両

保
険

料
18
,6
2
0

車
検

手
数

料
8,
80
0

火
災

保
険

料
54
,8
3
9

浄
化

槽
清

掃
手

数
料

11
8,
5
80

口
座

振
替

等
手

数
料

31
,9
7
6

浄
化

槽
水

質
検

査
手

数
料

8,
00
0

健
康

検
査

手
数

料
8,
21
7

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額
備

考
内

訳

節

区
分

金
額
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歳
　
　
出

（
単

位
：

円
）

款

項

目

貯
水

槽
清

掃
手

数
料

49
,7
2
0

12
委

託
料

1,
44
3
,0
0
0

1,
3
15
,
91
3

1
27
,
08
7
浄

化
槽

管
理

委
託

料
34
,6
5
0

警
備

保
障

管
理

委
託

料
18
4,
8
00

消
防

用
設

備
等

点
検

委
託

料

17
6,
0
00

館
内

清
掃

委
託

料
55
,0
0
0

健
康

検
査

委
託

料
24
,0
0
0

電
気

工
作

物
保

守
委

託
料

23
1,
0
00

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

保
守

委
託

料

60
7,
2
00

公
平

委
員

会
事

務
委

託
料

3,
26
3

13
使

用
料

及
び

賃
74
2,
0
00

55
6
,6
2
1

18
5,
3
79

電
子

計
算

機
及

び
付

属
器

具
借

料

借
料

11
9,
7
24

電
子

計
算

機
借

料
18
8,
4
96

複
写

機
借

料
24
4,
0
61

通
行

料
4,
34
0

 3
衛

生
費

当
初

10
8,
2
42
,
00
0

9
4,
87
7,
9
60

継
続

費
逓

次
繰

越
額

0
13
,
36
4
,0
4
0

補
正

0
繰

越
明

許
費

0

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

事
故

繰
越

0

繰
越

額
0

予
備

費
支

出
及

び
流

用
増

減
額

0

計
10
8,
2
42
,
00
0

 1
清

掃
費

当
初

10
8,
2
42
,
00
0

9
4,
87
7,
9
60

継
続

費
逓

次
繰

越
額

0
13
,
36
4
,0
4
0

補
正

0
繰

越
明

許
費

0

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

事
故

繰
越

0

繰
越

額
0

予
備

費
支

出
及

び
流

用
増

減
額

0

計
10
8,
2
42
,
00
0

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額
備

考
内

訳

節

区
分

金
額
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歳
　
　
出

（
単

位
：

円
）

款

項

目  1
廃

棄
物

処
理

費
当

初
10
8,
2
42
,
00
0

9
4,
87
7,
9
60

継
続

費
逓

次
繰

越
額

0
13
,
36
4
,0
4
0

補
正

0
繰

越
明

許
費

0

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

事
故

繰
越

0

繰
越

額
0

予
備

費
支

出
及

び
流

用
増

減
額

0

計
10
8,
2
42
,
00
0

10
需

用
費

30
,4
3
3,
9
69

22
,
88
7
,3
7
8

7,
5
46
,
59
1

消
耗

品
費

10
3,
3
79

光
熱

水
費

3,
85
7
,9
7
6

薬
剤

費
12
,3
4
4,
3
65

施
設

修
繕

料
4,
38
1
,3
0
0

車
両

修
繕

料
1,
70
3
,5
3
7

器
具

修
繕

料
13
,6
4
0

車
両

燃
料

費
48
3,
1
81

積
立

金
へ

流
用

21
8,
0
31

11
役

務
費

1,
69
4
,0
0
0

85
4,
9
71

8
39
,
02
9
車

両
保

険
料

14
1,
7
84

車
検

手
数

料
19
,6
0
0

水
質

等
検

査
手

数
料

65
3,
9
39

検
査

手
数

料
20
,5
4
8

県
証

紙
19
,1
0
0

12
委

託
料

29
,1
5
0,
0
00

28
,
05
0
,0
0
0

1,
1
00
,
00
0

測
量

委
託

料
88
0,
0
00

調
査

委
託

料
2,
17
8
,0
0
0

シ
ス

テ
ム

機
器

保
守

委
託

料

99
0,
0
00

汚
泥

清
掃

委
託

料
24
2,
0
00

施
設

運
転

管
理

業
務

委
託

料 23
,7
6
0,
0
00

13
使

用
料

及
び

賃
1,
36
2
,0
0
0

1,
0
28
,
28
0

3
33
,
72
0
車

両
・

機
械

・
器

具
借

料

借
料

15
原

材
料

費
53
5,
0
00

36
4
,5
7
5

17
0,
4
25

処
理

場
用

材
料

費

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額
備

考
内

訳

節

区
分

金
額
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歳
　
　
出

（
単

位
：

円
）

款

項

目

17
備

品
購

入
費

84
,0
0
0

0
84
,0
0
0

18
負

担
金

補
助

及
35
,1
5
9,
0
00

31
,
86
8
,7
2
5

3,
2
90
,
27
5

地
域

振
興

事
業

費
負

担
金

び
交

付
金

24
積

立
金

9,
80
4
,0
3
1

9,
8
04
,
03
1

0
廃

棄
物

最
終

処
分

場
運

営
適

正
化

基
金

積
立

金
9,
80
4
,0
3
1

需
用

費
か

ら
流

用
21
8,
0
31

26
公

課
費

20
,0
0
0

20
,
00
0

0
自

動
車

重
量

税

 4
予

備
費

当
初

1,
00
0
,0
0
0

0
継

続
費

逓
次

繰
越

額
0

1
,0
0
0,
0
00

補
正

0
繰

越
明

許
費

0

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

事
故

繰
越

0

繰
越

額
0

予
備

費
支

出
及

び
流

用
増

減
額

0

計
1,
00
0
,0
0
0

 1
予

備
費

当
初

1,
00
0
,0
0
0

0
継

続
費

逓
次

繰
越

額
0

1
,0
0
0,
0
00

補
正

0
繰

越
明

許
費

0

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

事
故

繰
越

0

繰
越

額
0

予
備

費
支

出
及

び
流

用
増

減
額

0

計
1,
00
0
,0
0
0

 1
予

備
費

当
初

1,
00
0
,0
0
0

0
継

続
費

逓
次

繰
越

額
0

1
,0
0
0,
0
00

補
正

0
繰

越
明

許
費

0

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

事
故

繰
越

0

繰
越

額
0

予
備

費
支

出
及

び
流

用
増

減
額

0

計
1,
00
0
,0
0
0

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額
備

考
内

訳

節

区
分

金
額
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歳
　
　
出

（
単

位
：

円
）

款

項

目

当
初

14
1,
1
92
,
00
0

12
4,
26
3
,3
0
6

継
続

費
逓

次
繰

越
額

0
16
,
92
8
,6
9
4

補
正

0
繰

越
明

許
費

0

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

事
故

繰
越

0

繰
越

額
0

予
備

費
支

出
及

び
流

用
増

減
額

0

計
14
1,
1
92
,
00
0

備
考

内
訳

節

区
分

金
額

歳
出

合
計

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額

24



令
和

 
7
 
年

度
 
紀

南
環

境
広

域
施

設
組

合
 

実
質

収
支

に
関

す
る

調
書

(
単
位
　
:
　
千
円
)

1
１
２
４
，
２
６
３

2
１
２
４
，
２
６
３

3
０

(
1
)

０

4
(
2
)

０

(
3
)

０ ０

5
０

6
０

翌
年

度
へ

繰
り

越
継

続
費

逓
次

繰
越

額

区
分

金
額

歳
入

総
額

歳
出

総
額

歳
入

歳
出

差
引

額

実
質

収
支

額

実
質
収
支
額
の
う
ち
地
方
自
治
法
第
２
３
３
条
の
２
の
規
定
に
よ
る
基
金
繰
入

額

繰
越

明
許

費
繰

越
額

す
べ

き
財

源
事

故
繰

越
し

繰
越

額

計

25



１
　
公
有
財
産

　
⑴
　
土
地
及
び
建
物

（
単
位
：
㎡
）

前
年
度
末
現
在
高
決
算
年
度
中
増
減
高
決
算
年
度
末
現
在
高
前
年
度
末
現
在
高
決
算
年
度
中
増
減
高
決
算
年
度
末
現
在
高
前
年
度
末
現
在
高
決
算
年
度
中
増
減
高
決
算
年
度
末
現
在
高
前
年
度
末
現
在
高
決
算
年
度
中
増
減
高
決
算
年
度
末
現
在
高

行
政
財
産

14
8,
0
42
.
13

－
14
8,
0
42
.
13

－
－

－
1,
19
1
.0
5

－
1,
19
1
.0
5

1
,1
9
1.
0
5

－
1,
19
1
.0
5

　
⑵
　
山
林

　
⑶
　
動
産

　
⑷
　
物
産

　
⑸
　
無
体
財
産
権

　
⑹
　
有
価
証
券

　
⑺
　
出
資
に
よ
る
権
利

　
⑻
　
財
産
の
信
託
の
受
益
権

２
　
物
　
品

区
　
　
分

前
年
度
末
現
在
決
算
年
度
中
増
減
高
決
算
年
度
末
現
在
高

普
通
乗
用
車

1
－

1

軽
四
輪
乗
用
車

0
－

0

普
通
貨
物
車

1
－

1

軽
四
輪
貨
物
車

1
－

1

建
設
機
械

3
－

3

３
　
債
　
権

４
　
基
　
金

（
単
位
：
円
）

区
　
　
分

現
　
　
金

決
算
年
度
末
現
在
高

59
,2
14
,
87
8

59
,2
14
,
87
8

決
算
年
度
中
増
減
高

9,
80
4,
0
31

9,
80
4,
0
31

財
　
産
　
に
　
関
　
す
　
る
　
調
　
書

木
　
　
造
（
延
面
積
）

非
　
木
　
造
（
延
面
積
）

延
　
面
　
積
　
計

建
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
物

土
　
　
地
（
地
積
）

区
　
　
分

前
年
度
末
現
在
高

49
,4
10
,
84
7

49
,4
10
,
84
7

合
　
　
　
　
　
計

名
　
　
称

廃
棄
物
最
終
処
分
場
運
営
適
正
化
基
金

26


